
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

最適資本配分政策の制御可能性

武野, 秀樹

https://doi.org/10.15017/4474752

出版情報：經濟學研究. 42 (1/6), pp.157-177, 1977-05-10. 九州大学経済学会
バージョン：
権利関係：



最適資本配分政策の制御可能性

貯蓄率一定の場合ー一

武 野 秀 樹

はしがき

1. 消費計画

2. 最適性基準

3. 資本配分の問題

4. 公共的最適計画の制御可能性

5. 経済循環

6. 政策手段，所得分配，および固定的貯蓄率

7. 資本配分問題の定式化

8. 単一制御手段（単一税率）と次善計画

9. UCg== 0の場合の均衡の存在性と一意性

10. 制御方法の型とその分類

はしがき

本稿の目的は，最適成長理論における標準的

モデルの枠のなかで，資本ストックの，民間部

門と公共部門への最適配分経路が，どのような

条件のもとで制御可能となるか，を検討するこ

とである。この型の最適成長論は，いうまでも

なく新古典派成長論における持続的成長の思

想を発展させるべく構成されており，比較的

positiveな性格をもつ理論領域であるという

ことができる。したがって，この種のモデルの

基礎には，つねに新古典派成長論の基本的前提

である， 1次同次性をもつ古典的生産関数と生

産要素の完全利用の原則がおかれている。この

概念機構と前提のもとでは，無限期間にわたる

成長経路上で，実行可能な消費計画は無数に存

在するのであり，計画者は，その無数の可能性

のなかから最適なものを選択することが必要と

なる。

民間部門と公共部門から構成される閉鎖的経

済においては，生産，消費， および蓄積とい

う実物的プロセスをつうじて社会的生産水準と

消費計画を決定するのは，基本的には資本スト

ックの部門間配分の時間経路である。したがっ

て，本稿でいう最適資本配分問題とは，最適な

社会的消費計画を実現させるような，資本スト

ックの部門間分割の方法を見出すことにほかな

らない。

このかたちの最適資本配分問題は，通常は，

資本ストックの分割と消費計画そのものを直接

に決定することが可能な経済システム，すなわ

ち集権的経済機構を前提することによって分析

されている。そして集権的経済における資本配

分問題については，精密な分析方法といくつか

の基本的命題がすでに確立されているといって

よい。しかし，他方資本ストックの配分を，中

央計画当局が直接に決定したり，実行したりす

ることが許されないような経済機構，つまり分

権的経済における最適資本配分問題は，集権的

経済におけるそれに比べて，明確に定式化さ

れ，分析されているとはいい難い心分権的経

済の場合は，モデルから導びかれる，民間資本

と公共資本のそれぞれの動向を規制する微分方

程式系は，集権的経済におけるそれとは異って

いる。それは， 1組の制御パラメーター（所得

-157-



経済学研究

税率などをあらわす）を含んでおり，それらの

パラメーターの変域は，実際上きわめて限定さ

れたもの（所得税率はゼロと 1の中間の値をと

らねばならない，などというように）と考えね

ばならない。分権的経済では，資本配分は，こ

れらの制御変数の操作をつうじて，いわば間接

的に誘導されることになるのである。そこで問

題になるのは，そのような政策パラメーターの

変化（具体的には租税・補助金政策など）が，

どの程度まで最適成長の基準に照らして有効で

あるか，そして集権的経済で実現可能とされる

最適資本配分経路そのものが，この方法で制御

可能であるか否か，ということである。

この問題を，最初に厳密な手法によって定式

化したのは，ァロー＝カーツ〔5〕であった。本

稿における分析も，基本的な点では，その業績

にもとづいて展開されている。次に，以下でと

られている推論の方針について簡単に記してお

きたい。集権的経済における最適計画が，分権

的経済において制御可能性をもつかどうかとい

うことは，制御変数としての政策パラメーター

の種類，数，およびそれらの変域の大きさに依

存して定まる。たとえば，政策パラメーターの

数が増加すれば，最適計画の制御の可能性は増

すであろう。本稿のモデルでは，最適計画は，

ただ 1つの政策パラメーターをもってしては，

制御可能でないことがたしかめられる。しかし

その場合は，その唯一の制御変数をもちいた最

適化問題が検討されねばならない。この種の最

適化問題の解は，「次善計画」とよばれており，

その存在性と一意性の検討も，本稿における重

要な課題の 1つである。 2つ以上の政策パラメ

ーターの適用については，多くの組合わせが利

用可能であるが，最適計画は，多くの場合複数

の政策変数にたいしては制御可能であることが

第 42 巻第 1~6 号

証明されるのである。

1)経済政策モデルにおける集権化と分権化の問題

を，最初に体系的に分析したのは，ティンバーゲン

〔1〕および〔2〕である。しかし，本稿における

「分権化された経済」あるいは， 「分権的経済」の

概念は，複数の独立の計画者を明示的に含んでいな

いという点で，ティンバーゲンによって確立された

それとは，やや異っている。

1 . 消費計画

無限期間にわたる成長経路上で実行可能な消

費計画は，無数に存在するにちがいない。その

無数の可能な計画のなかから最適なものをえら

び出すという問題を考察するのに先立って，ゎ

れわれはまず，消費計画の表示，評価，および

比較がどのようになされるべきかについて説明

を試みよう。これらの論点は，本稿の主題であ

る「最適資本配分の制御問題」の内容に直接に

かかわるものではないが，この問題の定式化の

段階では看過されてはならない重要性をもつの

である。

成長経路上での消費計画は， 2つの機能的側

面をもっていると考えられる。その 1つは，消

費の，供給面における利用可能性であり，他

は，消費の需要面での選択と評価である。前者

は，外生的に与えられた労働供給と生産技術の

制約のもとで，毎期どれだけの消費が提供可能

になるかという問題をあらわしており，後者は，

財貨・サービスが，消費者によって， その嗜

好と価値観にもとづいて需要され，それから個

人的あるいは社会的効用がもたらされるという

点に関連している。このことから消費計画につ

いても，おのずから消費の供給面と需要面のそ

れぞれに関連のある 2つの表示基準が考えられ

ることがわかる。それらは，消費が利用可能と

なる期間と，消費者自身の階層とである。ここ
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でいう階層とは，通常は消費者の属している年

令区分をあらわしている。こうして 1つの社会

的消費計画は， CC辺 (T, t =O, l, 2, ……)と

いうマトリックスのかたちで示されることにな

る。ここで， tは期間を示し， T は消費者の年

令区分をあらわしている。 Cヵは，期間 tにお

ける階層（年令グループ） T による，実物単位

で測られる消費であり， 1財経済が前提されて

いることから，これは，ベクトルでなく，実数

である。しかも，それらはすべて正値をとるも

のとする。この消費計画マトリックスをフルに

書けば，

t 

＞
 て

Coo Co1 C。2―-------Cot-------

~ ~ ~ ~ 
Cl。 Cn C12-―-----Ga-------
j I 

八「~:~1~
I I I I 
I I I 

I I I : 
I I I I 

Cてo Cn C,r------Cn-------
＇ 'x j'x j'x i'x 

となる。この場合，年令区分を同じくする消費

者のグループは，コーホト (cohort)の名でよ

ばれることがある叫上のマトリックス表示で

は，期間 tにおいてコーホト T に属している消

費者は，期間 t+lでは T+l番目のコーホト

に移るのである。

この消費計画からえられる総効用を汀で示せ

ば，それは，

U=区 {U(C。t, Cit, …， 
t = 0 

CTt, …， t) / (1 + p) t} (1. 1) 

と書かれるであろう。ここでUは効用関数であ
． 

り，その値は一定の割引率 p(>O)によって割

引かれる。次に，われわれは，消費計画の比較

の問題にすすむために， (1.1)の一般的表示を

極度に単純化することを考えよう。消費者は，

多くのコーホトに分割されているにもかかわら

ず，各コーホトが同一の選好の場をもってい

ることを前提しよう。そうすれば， (1.1)の効

用関数の変数 (C。1, C11, …, CTt, …）は， 単一
00 

の変数 Ct=区 CTtでおきかえることができ
T=O 

る。すなわち，効用関数の記号Uを便宜上その

ままもちいることにすれば， (1.1)は，

00 

U =区 {U(Ct,t)/(l+p)t} 
t = 0 

00 

(Ct=区 CTt) (1.2) 
r=O 

と示される。

これまでは理解の便を考えて期間分析による

表示をもちいたのであるが，これからは連続分

析による表示をおこなうことにする。効用関

数Uと割引率 Pをそのままもちいて，全部効用

(1.2)を書きなおせば，

00 

V = J e-ptU(C(t), t)dt 

゜
(1.3) 

となる。ここで C(t)(t~o) は，連続分析にお

ける消費密度が，時間 tの関数であることを示

す。

ところで， (1.3)は多くの消費計画について

発散すると考えられる。したがって，任意の 2

つの実行可能な消費経路のいずれが，よりすぐ

れているかを定めるために，特別な判定基準を

定義することが必要になるのである。消費経路

の優劣比較のために，これまで多用されてきた

基準として 2つのものをあげることができる。

それらは，「追いこし基準 (overtakingcri-

terion)」と「追いつき基準 (catching-upcri-

terion)」とである。連続分析の場合について

これらの基準を示せば，次のようになる叫

C(t), C'(t) (t~O) が， ともに実行可能であ
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るとき，ある正数 N。>O が存在して， N~N。

なるすべての Nにたいして，

f Ne-pt(U(C(t), t) 

゜ -U(C'(t), t))dt~o (1.4) 

となるならば，消費計画 C(t)は， C'(t)を追

いこす (overtake)という，また，次の関係が

成立するならば， C(t)は， C'(t)に追いつく

(catch up) といわれる。

lim inf f n (U (C(t), t) 
N→ oo n>N o 

-U(C'(t), t))dt~o (1.5) 

これらの定義からただちにわかるように，追

いつき基準と追いこし基準は，いずれもすべて

の実行可能な消費計画の集りとしての集合に

順序関係を導入するのに役立つ。この順序関係

は，反対称律を欠いていることから，前順序

(preordering)であることがわかる心しかし

(1.4)は，任意の 2つの消費計画の優劣を定め

えないので，これによる順序は，半順序といわ

れるものである。まとめていえば (1.4)は，半

前順序を与え，一方 (1.5)は全前順序を定める

ということができる。

2) cohortの原義は， 古代ローマの歩兵隊をさし，

1 cohort は100人~600人であった。 10個の cohort

が1軍団 (legion)を構成したという。のちに，こ

の語は転じて出生年次を同じくする人々の集団をさ

すことになった。 cohortのかわりにヴィンテッジ

(vintage)の語が使用されることもある，

3)期間分析の場合については，マックファーデン

〔4〕， pp.27-8を参照。

4)マランボー〔7〕,PP, 17-20を参照。

2. 最適性基準

2つの異なる消費計画 C(t),C'(t) (t~O) の

比較についての説明を続けよう。 C(t)が C'(t)

を追いこすとき， C(t) ot C'(t)書く， また，

第 42 巻第 1~6 号

C(t)が C'(t)に追いつくとき， C(t) cut C'(t) 

と記すことにする。上に述べたように， otは半

前順序を構成し， cutは全前順序を定義する。

otと cutの否定は，況と函［でそれぞれあ

らわすものとする。 (1.4)と(1.5)からわかる

ように，

C (t) ot C'(t)⇒ C (t) cut C'(t) (2. 1) 

である。ここで，⇒の記号は，前者が，後者のた

めに十分であることを示している。また C(t)

は，以下ではたんに C と書くことにする。当

然，

c函 C'⇒C況C' (2.2) 

も成立する。次に， Cが， C'を「追い抜く

(surpass)」という関係を定義してみる。 Cot

C かつ C'otCであるならば， C は C'を追

い抜くといい，これを CspC'と書く。 (2.1) 

から，

CsPC'⇒ C cut C' (2.3) 

となることはいうまでもない。 さらに， 「追い

抜く」という概念をいっそう厳しくしたものと

して， 「確実に追い抜く (strictlysurpass)」

という関係を導入してみよう。 CotC'かつ C'

国 Cであるとき， Cssp C'と書き， Cは C'を

「確実に追い抜く」というい。 (2.2)を考慮す

れば，

C ssp C'~C sp C' (2.4) 

となることがわかる。以上の関係を要約的に示

せば，

C ssp C'⇒ CsPC'⇒ Cot C'⇒ C cut C' 

(2.5) 

となる。

次に，これらの順序関係を基礎として，特定

の消費計画が他のすべての計画と比較してもっ． 
ともすぐれているということの内容を定義して

みよう。特定の消費計画の最大性 (maximali-
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ty), 最適性 (optimality), および狭義最適性

(strict optimality)は，それぞれ次のように

規定されるのである。ある消費計画が，他のい

ずれの実行可能計画によっても「確実に追い抜

かれ」ないならば，その消費計画は最大性をも

っ，あるいは最大である (maximal)という。

次に，ある消費計画が，他のどの計画にも「追

いつく」ことができれば，その計画は最適であ

る (optimal) といわれる。最後に，•ある消費

計画が他のいずれの計画をも「確実に追い抜

く」ことができれば，その計画は狭義の最適性

をもつ (strictlyoptimal) という。 これら 3

つの最適性基準の内容は，一見複雑であるか

ら，これらが，相互にどのような関係におかれ

ているかをたしかめよう。

まず，計画 coが狭義最適性をもつとしよ

う。任意の Cにたいして C0sspcであるから

(2. 5)によって C0cut C となり，定義どおり

coは最適である。次に，もしこの coが最大

性をもたないとすればどうであろうか。定義に

よって C'sspC0となる C'が存在するが，こ

のことは SSPの定義から， co西tC'を意味す

る。すなわち coは最適性をもたないことにな

るから， これは矛盾である。 coは，必ず最大

でなければならない。最後に，狭義最適性をも

つ計画は，存在するとしてもただ 1つしかない

ことを確認することができる。このことは，関

係 SSPの意味からただちに了解されるであろ

う。これにたいして，最適計画は一般に複数個

存在しうるのである。

5)マックファーデンは， CssPC'をCcut C'かつ C'

函 Cが成立する場合であるとして定義している。

（マックファーデン〔 4〕， p.28) しかし，この定義

によるときは， (2.4)が必ずしも成立しないという

不都合が生じる。たとえば，ゼロのまわり一定の振

幅で振動する任意の周期関数 g(n) (~O) を考え，

効用差の積分値が，次の式で表示されるケースを考

えよう。

Jne炒(U(C,t)-U(C', t))dt 

゜Jg(n) I +g(n) lg(n) I -g(n) 
＝ 一2 2n 

このときは，たしかに Ccut C'かつ cc盃Cであ

るけれども同時に， C面C'かつ C'面Cである。

3. 資本配分の問題

ここで考察の対象となる経済は，民間部門と

公共部門の 2部門から構成されるとする。これ

ら2部門の性格と役割について次のような前提

を設けることにする。民間部門と公共部門は，

全体としての資本ストック K(簡単に資本とい

う）を分割して保有する。前者が保有する資本

を応，後者のそれを Kuで示すことにする。

ただし， K,KP, Kuは実物単位で表示される

ものと考えよう。また，以下のすべての説明を

つうじて財貨・サービスは共通の実物単位で示

され，労働は，人時あるいは人日で測られるも

のとする。しかも，これらの経済量は，すべて

時間 tの関数であり，その多くのものは非負値

をとると考えられる。民間部門は， KP,Ku, お

よび労働らを投入して，生産物 YPを生産す

る。ただしらは，外生的に与えられる利用可

能なすべての労働Lの一部である。民間部門の

生産技術は，新古典派的生産関数によって表現

されると考えよう。すなわち，

Y p=F(KP, Ku, Lp)~O 

(Kp~O, Ku~O, Lp~O) (3 .1) 

と書くことができる。生産物 Ypの一部は，消

費にむけられ（これを Cpで示す）， 他の部分

は， KPあるいは Kuへの付加分を構成する。

本稿では，資本減耗はゼロであると仮定する

ので，この付加分は純資本形成にほかならず，

応 (==dKp/dt), 応 (==dKu/dt)によってあら
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わされる。ここで， K=Kp+Kgであるから，

衣＝衣P+応であることはいうまでもない。

公共部門の保有する資本 Kgは，経済全体の

生産活動のための投入として 2重の働きをも

つと考えられる。その 1つは， (3.1)にみるよ

うに， Kgが民間部門の生産活動への投入とな

っていることをさしている。第 2に， Kgは公

共サービスを生み出すための投入として役立つ

のである。すなわち公共部門の保有する資本

Kgは， それ自体生産物としての公共サービス

を生み出すと考えられる。このことは，公共部

門による独自の生産活動として解釈することが

できるであろう。この考え方によれば，公共部

門は， Kgと労働 Lgを投入して公共サービス

Cgを産出することになる。そして， この関係

を関数のかたちに書けば，

Cg=G(Kg, Lg)~O (Kg~O, Lg~O) 

(3.2) 

となるり。ただしらは， Lのうちで Lp以外

の部分に等しい。すなわち， L=Lp+Lgであ

る。

(3.1)と(3.2)は，それぞれ民間部門と公共

部門の生産関数の一般的な表示であるが，われ

われは分析上の便宜と理解の平易さのために，

これらの生産関数を，やや特殊なかたちに書き

改めることにしたい。そのために，労働投入を

必要とする公共サービスの生産は，すべて民

間部門の生産活動に含め， Cgを Kgだけに依

存するものとして解釈することにする。さらに

Caは， Kgに比例するとしよう。比例定数を

a(>O)で示せば， (3.2)は，

Cg=aKg (a>O) (3.3) 

でおきかえられる。それと同時に，民間部門の

生産関数 (3.1)は， LpをLに改めることによ

って，

Yp=F(KP, Ku, L) (3.4) 

と書かれることになる。 (3.4)の生産関数のも

つ性質として次のことを前提する。 (1)生産関数

(3.4)は，非負なる変数について定義され，非

負値をとる狭義単調増加関数である。 (2)(3.4) 

は， 1次同次性をもつ。 (3)それは，原点をとお

る半直線上以外では，狭義凹関数の性質をもつ。

(3.4)の変数のうち労働投入Lは，人口（こ

れを Pで示す）の一定割合であるとしよう。人

口は定数冗 (>O)で成長し， その l(O<l<l) 

倍が労働投入であるならば，

L=lP=lP(O)e冗t=L(O)e冗t (3. 5) 

と書かれる。ただし， L(O)=lP(O) (>O)であ

り， P(O) と L(O)は， それぞれ t=Oにおけ

る人口と労働投入である。

資本Kの KPと Kgへの分割が，どのよう

にして民間消費 Cpと公共サービスの消費 Cg

を発生させるかが簡単に説明されたのである

が，次に効用関数の構成について述べねばなら

ない。第 1節と第2節では，消費計画の評価と

比較についての簡単な説明をおこなう目的か

ら，社会的効用を，総消費Cと時間 tだけの関

数としてあらわした。しかしここでは，より現

実的な効用の大きさを表示するために，社会的

効用は民間消費 Cp, 公共消費 Cg, および人口

Pの関数であると考える。さらに，われわれは

Cp, Cgを変数とする社会的効用関数のかわり

に， 1人あたり消費に依存する， 1人あたり効

用を示す関数を，あらためて採用することにす

る。 1人あたり消費は，

1人あたり民間消費 Cp(==Cp/P) 

1人あたり公共消費 cu(==Cu/ P =aKu/ P 

=a和）

と定義される。ただし，んが 1人あたり公共

資本であることはいうまでもない。 1人あたり
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効用は，時間 tの絶対的な大きさには左右され

ないことを前提すれば，新しい効用関数は，

U=U(む，む） (cp>O, cu~O) (3.6) 

と書かれる。社会的効用は， (3.6)に人口を乗

じたものとしてあらわされるから，

P• U(cp, cu) 

と示される。

(3.6)は，通常の意味での効用関数の性質を

そなえていることが前提されるが， それらの

性質のうち主要なものをあげておく。 (1)(3. 6) 

は， 1>び>Oなる定数にたいして (1-び）次同

次性をもつ。 (2) 効用Uは，その変数の狭義増

加関数であり，しかもこの関数は，狭義凹関数

の性質をもつ。 (3) 効用関数(3.6)の導関数に

ついては，

limUむ==, lim Ucp=O, 
Cp→ o Cp→ OO 

Uc位g===auむ
痴g

>O 

が成立する。ただし， Uむなどは，添字に関す

る偏導関数をあらわしている。

6)本稿では，民間部門と公共部門を，それぞれ独自

の生産関数にしたがうものとして並列的にとり扱う

ことは意図しない。このような並列的 2部門構成に

ついては，ダイヤモンド〔 6〕を参照。

4. 公共的最適計画の制御可能性

第 1'第 2節で，消費計画の比較について述

べたさいにもちいた効用関数は， U(C, t) と

いうかたちのものであった。しかし，そこで示

した定義的関係は，すべてそれとは異なるかた

ちの効用表示についてもそのまま成立するので

ある。われわれは，以下の説明では社会的効用

の表示として U (C, t)でな<,PU (cp, cu)の

かたちをもちいることとし，それを基礎として

最適消費計画と最適資本配分の概念を定義す

る，第 2節で述べたように，最適な消費計画と

は，どのような実行可能な消費計画にも「追い

つく」ことができるようなものである。すなわ

ち，消費計画 Cc計， C計）（ただし， C計=Cp1/P,

Cが=Cが/P)が最適であるとは，与えられた初

期資本 K(O)のもとで実行可能な任意の消費計

画を (cp, cu) とするとき，

n 
lim inf J戸 P(t){U(cp1(t), cu1(t)) 
N→ oo n>N o 

-U(cp(t), Cg(t))}dt~o (4.1) 

がつねに成立することである。一般に，労働供

給と生産技術が与えられたとき，初期資本K(o)

を出発点とする実行可能な KPとKuへの資本

配分の時間経路にたいして， 1つの消費計画が

対応することがあきらかである。そのようにし

て生み出される消費が最適性基準 (4.1)を満た

すとき，それをもたらす資本配分を最適資本配

分とよぶことにしよう。

ところで，資本配分の決定（したがって消費

の決定）をおこなうための機構には，基本的に

2とおりのものが考えられる。そして資本配分

の最適化問題も，その決定機構の性格にそく

して設定されねばならないのである。その 1つ

は，集権的経済機構における資本配分問題であ

り，他は，分権的意思決定機構におけるそれぞ

れである。集権的経済 (centralizedeconomy) 

においては，中央計画当局は，消費計画を直接

に決定し，実行しうる立場にあり，この決定に

もとづいて資本の配分がなされる。したがって

この場合は，消費主体への所得分配や消費主体

の意思にもとづく行動をなんら考慮に入れるこ

となく，最適計画を立案しうるのである。これ

にたいして，分権的経済 (decentralizedeco-

nomy)においては，消費主体がみずからの意

思にしたがって消費をおこなう。計画当局は，
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消費活動やその結果としての資本配分を直接に

決定することはできず，それがなしうるのは，

消費主体の行動の間接的誘導ということにす

ぎない。すなわち消費は（したがって資本配分

は），いくつかの政策手段としてのパラメータ

ーに依存して定まるのであり，計画者は，これ

らのパラメーター（それは，各種の税率などで

ある）を操作することによって，消費計画の最

適化をはかることになる。これら 2つの種類の

経済機構における資本配分問題を次に示そう。

(1)集権的経済における最適資本配分問題

「資本合計Kの初期値 (t=oにおける大きさ）

が与えられるとき， (4.2)から (4.7)までの条

件のもとに， (4.1)の意味で最適になるよう

な，資本配分と消費の経路を求めること，た

だし， KP(t)~O, Kg(t)~O, cp(t)>O, および

む(t)~o であるとする。

K=Kp+Kg, 

Yp=応＋応+Pep,

Yp=F(KP, Ku, L), 

P=P(O)e豆

L=L(O)e豆

Pcu=aKu. 

(4.2) 

(4.3) 

(4.4) 

(4.5) 

(4.6) 

(4. 7) 

(2)分権的経済における最適資本配分問題

「集権的経済の場合と同様に，与えられた資本

Kの初期値から出発し， (4.2),....,(4. 7)の性質

をもっ， Kv(t)~O, Ko(t)~O, cv(t)>O, およ

びむ(t)~O の経路の集りを考え， そのなかで

(4.1)の意味で最適性をもつようなものをえら

びだすこと。ただし，民間資本 Kvと公共資本

Koの動きは，政策パラメーター： A1, A2, …， 

Arを含む微分方程式 (4.8), (4.9)を満足す

るものでなければならない。

応＝炉(Kv, Ko, A1, A2, …，Ar), (4.8) 

応＝炉(Kv, Ko, A1, A2, …，Ar). (4.9) 

第 42 巻第 1~6 号

ここで， (A1, A2, ・・・，Ar)は， r個の実数の組

であり，制御変数をあらわしている。ここで，

ふ，…，Arは，すべて時間 tの関数であると考

えられる。制御変数のとりうる値は， r次元ユ

ークリッド空間のある定められた集合 Af(r)の

範囲内にかぎられている。すなわち，制御変数

のベクトルは，

（ふ， A2,…, Ar) EAf(r) 

となっていなければならないり。」

上の集権的モデルと分権的モデルがそれぞれ

含んでいる実行可能フ゜ログラムのあいだには，

どのような対応関係があるかを考えてみる。分

権的モデルの場合は，制御変数を含む微分方程

式 (4.8), (4.9)が付け加えられていることか

らあきらかなように，それが生み出す実行可能

経路の集合（これを Za,と記す）は，一般に集

権的モデルの実行可能フ゜ログラムの集合（これ

を Zcをかく）の部分集合になるはずである。

すなわち， Za,CZ0となっている。

集権的モデルにおける最適計画りま，公共的

観点から最適性をもつものであるという意味

で，それを公共的最適計画 (publiclyoptimal 

program)とよぶことにしよう。ここで，任意

の特定化された最適配分計画を想定するとき，

2つのケースのいずれかが生じることがあきら

かである。ある場合は，公共的最適計画が分権

的モデルの実行可能計画の集合 Za,に含まれる

であろうが，他の場合はそのようにならないか

もしれない。また，公共的最適計画そのものが

Za, に含まれていないとしても， その最適計画

に収束するような経路が， Za,に含まれる場合

が考えられる。そこで，少くとも最適計画に収

束するような経路が Za,に含まれる場合に，

公共的最適計画が政策手段 (A1, A2,・・,Ar) 

(E Af(r))によって制御可能 (controllable)で
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あるということにする。このことが成立しない

場合，すなわち Za,が，公共的最適計画それ自

体も，それに収束する経路も含んでいないとき

は，政策手段 (A1,A2, …， Ar) (EM(r))をもっ

てしては，集権的経済における最適計画の実行

は不可能である。つまり最適政策は，その政策

手段のもとで制御不能であることになる。この

ときは， Za,なかでもっともすぐれた計画がえ

らばれることになるが，そのような計画は，公

共的最適計画におよばない ((4.1)の意味で）

ことがあきらかであることから，「次善計画」

(second best program) 9) とよばれる。

この次善計画を，公共最適計画に接近させ，

さらには両者を一致させることが可能である

か否かがしばしば問題とされる。これについて

は，形式的に次のようにいうことができるであ

ろう。集合 Za,は，一般に Zcの部分集合であ

るが，それは手段変数 (A1, A2, …, Ar)の変域

を制度的に拡張するか，もしくは政策手段の数

そのものを増加させる（新しい手段変数を追加

する）ことによって拡大されるであろう。この

方法によって，もし Za,=Zcならしめうるなら

ば，次善計画は必ず公共的最適計画に一致する

ことになる。

7)より一般的な表示においては，集合 Mけ）は，そ

れ自体時間 tの関数であると考えられる。また，制

御変数： Aぃふ，…，Arは， 相互に独立でなく，

なんらかの条件式を満足すべきことが要求されるか

もしれない。

8)この最適計画が存在し，かつ一意的であるために

は，消費利子率の均衡値が均衡成長率より小でない

ことが必要である。この条件は，効用が，ただ 1つ

の変数としての 1人あたり消費だけの関数である

ときは，十分条件でもある。（アローニカーツ〔 5〕，

pp. 59-60参照）ただしここでは，技術進歩を考慮

に入れていないので，均衡利子率は時間割引率 Pに

等しく，均衡成長率は人口成長率冗と一致する。し

たがって， 最適計画の存在のための必要条件は，

p~ 冗である。

9)アロー＝カーツ〔5〕,pp.131-8を参照。

5 . 経済循環

われわれは，本節以下の説明をつうじて分権

的経済における最適資本配分を考察し，与えら

れた政策手段のもとでの，公共的最適政策の制

御可能性について検討する。その目的のため

に，まず検討の対象となるべき政策手段を導入

し，それを含んだ経済循環の社会会計的構造を

示さなければならない。これまでに現われたも

のを除いて，あたらしく使用される記号をあ

げよう。ただし，ストック量もフロー量もとも

に，実物単位で測られるものとする。

ストック： D 公債発行残高

AP民間部門正味資産

Ag公共部門正味資産

フロー ： CE 消費税を含んだ民間部門実

質消費

B 公債発行 (====dD/dt) 

W 実質賃金総額

SP民間部門実質経常余剰

Sp 民間部門実質貯蓄

Sg 公共部門実質貯蓄

割合 ： r(>O) 利子率

Yg(~O) 公共資本の利子率

出利子所得税率

知賃金所得税率

知消費税率

必貯蓄税率

ここでは， 2部門（民間部門と公共部門）か

らなる閉鎖的経済を念頭においており，部門別

の実物的バランス・シートは，表 5-1,表 5

-2に示される。定義的に，

K=Kp+Ku=Ap+Au 

が成立することも知られる。

(5.1) 
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表5-1 民間部門バランス・シート

KP Av 

D 

表5-2 公共部門バランス・シート

Ku D 

A。

次に，フローについての総合的バランスを表

示するために，社会会計恒等式を列挙しよう。

この勘定体系は，生産，消費，および蓄積の 3

勘定を含むのであるが，各勘定は，さらにいく

つかの小勘定に分割され，結局 9勘定が示され

る。各バランス式の右辺は，収入項目であり，

左辺は支出項目をあらわす。また，これらのフ

ロー勘定の総合的表示としての社会会計マトリ

ックスは，表 5-3のようになる。

(1) 民間生産バランス：

Yp=Cp+応＋応 (5.2) 

(2) 公共サービス生産バランス：

表5-3 社会会計マトリックス

I I 1 2 3 

民 間 生 産 1 
生産

公共 サービス 2 

民間部門付加価値 3 Yp 

個人所得 4 rKp+W 
消費

ー民所公所す間い得得部厄門阿・・可消可消処延分費呑費― 

5 

6 aKu 乃K。

民間部門貯蓄税 7 

蓄積 民間部門資本形成 8 

公共部門資本形成 ， 

以上の 9つの会計的恒等式のほとんどのもの

は，とくに説明の要がないが， (5::6) と (5.7) 

に含まれる項目について一言しよう。消費税

第 42巻第 1-6号

aKu=Cg (5.3) 

(3) 民間付加価値バランス：

(rKP+W)+rふ =Yp (5.4) 

(4) 個人所得バランス：

（功rAp十知W)+(lー出）rAp 

+(1-知）W = (rKp+W) +rD (5.5) 

（ただし， Ap=Kp+Dである）

(5) 民間部門可処分所得・消費バランス：

Cp+Xふ＋ぶ=(1-出）rAp 

+(1-知）W (5.6) 

(6) 公共部門可処分所得・消費バランス：

Cg+rD+Su=aKu+rふ +(xrrAp+ 

知 W)+知ら＋ふSP (5. 7) 

(7) 民間部門貯蓄税バランス：

ふ SP+Sp=SP 

(81 民間部門資本形成バランス：

応 +D=Sp (D=B) 

(9) 公共部門資本形成バランス：

衣u=D+Su

4 5 6 I 7 

Cp 

C。

rD 

(1-知）W+(l-ふ）rAp 

ふrAp+XwW XcCE XsSP 

Sp 

Sp 

Su 

(5.8) 

(5.9) 

(5.10) 

8 ， 
衣p衣，

B 

は，しばしば販売額の一定割合として表示され

ることから，それは， ふCEに等しい。したが

って，
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ら =Cp十妬CE

または，

C正 =Cp/(1一ふ） =X公Cp

（ふ=1/(1-知）） (5.11) 

である。 (5.11)によって， (5.6) と (5.7)の

らは，ただちに消去される。また， (5.3)か

ら(5.7)の両辺の第 1項は，たがいに等しい。

これは，公共サービスが公共部門によって最終

生産物として帰属的に買いとられるという社

会会計的な考え方をあらわすものである。最後

に， (5.2)から (5.10)の9式において，同一

項目が収入側と支出側に 1度ずつ現われている

ことから，これらの式のうち任意の 1つは従属

的であることがわかる。

6. 政策手段，所得分配，および固定的

貯蓄率

前節で示した係数あるいは割合のうち，いく

つかのものは，公共的政策手段として利用され

る変数である。それらは，次の 6つである。

0~ 功（利子所得税率） ~1

0~ 知（賃金所得税率） ~1

知（消費税率） <1 

O~Xs (貯蓄税率） <1 

-=<B (公債発行量） <+= 

Ap(O)-K(O)~D(O)~Ap(O) 

これらの手段変数の変域について注意すべき点

は，知が負値をとりうることである。これは，

民間部門にたいして補助金が与えられる場合を

考慮することにもとづいている。他の税率につ

いては， ここでは非負値をとるべきものとす

る。ただし，後の議論で可制御性を具体的に考

えるさいには，必ずしもつねにこれらが非負値

をとらないことが予測される。また， Bは，公

債発行の手段によって KPとKuを再配分する

ための手段変数である。 Bそれ自身の値には，

とくに制限は課されないが， KP, Kgが非負で

なければならないことはいうまでもない。初期

値： K(O), Ap(O), および Ag(O)が所与であ

るから，表 5-1と表 5-2からわかるように，

初期における資本の配分を定めるのは D(O)の

大きさである。 D(O) =Ap(O)-K(O) (<O)な

らば，初期資本は，すべて民間部門によって保

有されており，また D(O)=Ap(O)であれば，

逆にすべての初期資本は公共部門の手中にある

ことがわかる。

(5.2),_,(5.10)に示される関係式を整理すれ

ば， KPと応の運動方程式に類似した関係

式が導びかれる。すなわち， (5.3), (5.6), 

(5.7), および (5.8)をもちいて， SP,Sp, Sg, 

および Cgを消去すれば， (5.9)と (5.10)は

それぞれ，

応 =(1-ふ）{(1-出）rAp 

+(1-知）W-C叶ーD (6.1) 

応 =rふ＋｛約(1-出）＋ふ}rAp

＋｛ふ(1-知）＋む}W

＋知(1-Xs)CEー必Cp-rD+D (6.2) 

と書かれる。これらの関係は，前節の表 5-1

から， Kp+D=Apであることと (5.11)を考慮

して，

応=(1-Xs) {1一年）r(KP+D) 

+(1-知）W-xはCp}-B (6.3) 

応 =rふ＋｛功(1-年）＋年}r(KP+D)

＋｛功(1-知）＋年}W

+{(1-ふ）ふーl}Cp-rD+B (6.4) 

と書きなおされる。ただし， B=Dである。

次に，生産要素への所得の分配にかんするい

くつかの前提について述べよう。公共資本 Kg

は，一方で公共サービスを生み出すための投入

として解釈される。 Kuは， この用途によって
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aKgだけの帰属報酬を公共部門にたいしても

たらすことは， (5.7)のバランス式に示すとお

りである。 ところで， Kgのもう 1つの用途で

ある，民間生産フ゜ロセスヘの投入からえられる

報酬についてはどのように考えるべきであろう

か，この報酬は，事実上は無料であることが多

いであろう。それは，たとえ有料であっても，

そのコストを償うのに十分なものではなく，名

目的な受益者負担にとどまることが多い10)。し

たがって，公共資本利子 Ygは，むしろ外生的

に与えられる定数であると考える方が現実的で

ある。すなわち Ygは， Kgの限界生産物をこ

えない数として与えられるとしてよい。 Kgの

限界生産物を Fg(===8F/8Kg) と書けば，

o~rg~Fu (6.5) 

である。一方， KPは，正当な分け前としてそ

の限界生産物 Fp(===8F/8Kp) と KPの積に等

しいものを要求すると考えられる。すなわち，

r=Fp>O (6.6) 

となる。すでに述べた，生産関数の 1次同次の

性質から，民間生産物 YPは， KP,Kg, およ

びLにたいして残りなく分配される可能性があ

る。しかし現実には， (6.5)の前提から実質賃

金総額Wは，民間資本 Kpと公共資本 Kgに与

えられない ypの残余部分として定められる。

そこで，

W=F(KP, Kg, L)-Fふ

-rgKg(~ 凡 L>o)

と書くことができる。

(6. 7) 

ここで，貯蓄率を一定値とするという前提を

導入しよう。この前提の含意は，消費者の貯蓄

行動（消費行動といっても同じである）そのも

のを，なんらかの定式化された最適化原理にし

たがうものとしては考えないということにほか

ならない。つまりここでは，経験的にえられた

第 42巻第 1-6号

命題としての，あるいはケインズ的所得分析で

多用される近似的処理法としての固定的貯蓄率

を採用するのである 11)。いま，民間可処分所得

を四，貯蓄率を Sで示せば，

四=(1-出）Fp(K+D) +(1一年）W (6.8) 

Sp=SYa, (O<s<l) (6.9) 

と書かれる。ところで， (5.6), (5.11)から，

四=CE+ぷ

であり，したがって (6.9) も考慮すれば，

Cp=l-Sya, 
X'c 

となる， (6.8)から結局，

Cp= l-S { (l-Xr)Fp(Kp+D) 
ふ

+(1-知）W} 

が成立する。

(6. 10) 

(6.11) 

10)具体的にいえば，これに含まれるものとしては，

民間の生産活動に利用される公有地や公有施設（道

路，港湾，公園など）の使用料や入場料をあげるこ

とができる。営業のための許認可手数料や免許手数

料もこの例である。

11)もし，消費者の貯蓄行動を理論的に解釈するとす

れば，個人は，その将来賃金を資本化した人身資産

と既存家計資産の合計からえられる消費の与える効

用総計を最大にするように，時間 tにおける貯蓄率

を定めることになるであろう。

7. 資本配分問題の定式化

第4節で示した「分権的経済における最適資

本配分問題」にそくして述べるならば， (6.3)

と (6.4)は，それぞれ (4.8) と (4.9)の特殊

なかたちである。そして， D=Bの関係から，

t 

D= J Bdt+D(O) 

゜
であることを考慮し，さらに (6.7) と (6.11)

に注意すれば， (6.3)と (6.4)は， KP, Kuを

状態変数とし，前節の初めにあげた 6つの制御

変数を含む，自律系の連立微分方程式を形成す
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ることがわかる。

このことに注意して資本配分問題を定式化し

てみよう。そのためには変数変換をおこない，

モデルの変数を規準化するのが便利である，必

要となる変換式は，次のように書かれる。

yp=Y絃―冗t,

k=Ke-豆

kp=Kp炉豆

kg=Kge-nt, 

Cp=Cpe一冗t=Pcpe-nt 

=P(O)cp, (P=P(O)e冗t)

Cg=Cge—冗t=p,むe-冗t=P(O)cg 

=akg, (:.aKg=Cg) 

d=De—冗t,

b=Be-豆

w=We匹

生産関数の 1次同次［生から，

(7 .1) 

Yv=F(kv, ku, L(O))=f(kv, ku) (7.2) 

となり， 2変数の関数fをあたらしく定義する

ことができる。 f は， kv, kuについて単調増

加であり，かつ狭義凹性をもつことが容易にわ

かる。他方，最適性基準における被積分関数と

しての効用関数にかんする変数変換は，関数U

の (1-a-)次同次性に注意すれば，次のように

示される。

e-ptpU (cp, cu) 

=e-ptP(o)e7CtU (Cp/ P(O), Cg/P(O)) 

=P(o)cre-(p-1l)tU(cp, Cg). (7 .3) 

結局，ここで定式化された分権的経済におけ

る資本配分問題は， (7.1),(7. 2), および (7.3) 

の変数変換によって，次のように述べることが

できる。

「与えられた資本Kの初期値から出発し，

(7 .4)から (7.10)までの関係を満足する，

kv~O, ku~O, cv>O, Cg~O の時間 t(~O)

における経路のうち，最適なものを決定するよ

うな制御変数： o;;;;; ふ；；；；；1, o;;;;; 知；；；；；1, ふ<l,

〇；；；；；ふ<1,ー=<b<+=,および Ap(O)-K(O) 

；；；；； d (O) ;;;;;Ap(O)の大きさを求めること，ただ

し，資本配分計画 (k計， Kが）， あるいはそれ

によってもたらされる消費計画 (Cp1, Cが）が

最適であるとは，任意の実行可能な消費計画

(Cp, Cg)にたいして，

n 
lim inf f e-<p-7t)t{U(c計， Cが）
N→ oo n>N o 

-U(cp, cu)}dt~o 

が成立することである。

島=(1-広）{(1-出）fp(kp+d) 

+(1-知）w-x信Cp}ー咋p-b (7 .4) 

妬=r成u+{ふ(1-年）＋年}fp(kp+d)

＋｛知(1-知）＋知}w

+{(1-ふ）ぉ信一l}Cpー蒻u-fpd+b

d= —孤+b

(7 .5) 

(7 .6) 

1-S 
Cp= {(1ー出）fp(kp+d) + (1ー知）叫

X'c 

(7.7) 

W=yp-f戒p-rgkg (7.8) 

yp= f(kp, ku) 

Cg=akg 

(7 .9) 

(7 .10) 

ただし， fp==8f/akp,fu==紅／油gである叫」

12)ここで， yp=如＋妬＋冗(kp+ku) +cpという関

係は基本的なものであるが，これは， (7.4)と (7.

5)を加え， (7.8)を考慮すれば導びかれる。

8. 単一制御手段（単一税率）と

次善計画

前節で示した分権的経済の資本配分モデルに

は， 6つの政策手段が含まれていた。これらの

手段変数を利用すれば，公共的最適計画が実行

可能になるかどうか，いいかえれば，公共的最
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適計画が制御可能になるかどうか，を検討しな

ければならない。その手始めに制御手段をた

だ1つに限定し，モデルを単純化することによ

って，この問題を分析してみる。いま，分配さ

れる所得にたいして，単一の税率が適用され，

公共部門は過去においても，また将来も公債

発行をおこなわないものとする。しかも，消費

税，貯蓄税は存在しないと考えよう。これは，

出 =Xw=X(<l), 約＝出=b=d(O)=O(したが

って X'c::--= 1.)という極端に単純化された場合で

ある。さらに，公共部門によって課される Kg

の賃貸料率 Yg(=定数）がゼロであるとする。

これらの前提のもとでは，前節の (7.4)から

(7.8)までの式は，

妬=(1-x)sypー咋p

島＝砂pー咋g

(8.1) 

(8.2) 

とまとめることができる。ここで Xは，賃金所

得と利子所得への税率を等置した値である。

(8.1) と (8.2)は，前節の (7.9)を合わせ

考えるとき， kpとkuの可能なすべての経路を

規定しており， しかもこの前提のもとでは，

Cp= (l -s) (l-x)f(kp, ku), Cg=akuである。

4節の記号を使えば，与えられた初期値 kp(O)

とku(O)にたいして， Zaは， (8.i)と (8.2)

によって定まる。しかしこの Zaは，一般的に

は公共的最適計画を含んでいないことがわか

る。その理由は，次のとおりである。 (8.1) と

(8.2)の均衡点は，

(l-x*)sy度一冗栂=0

x*y彦—囀 -o } (8.3) 

で与えられる K終，知＊，および YP*である。

これら 2式から，

y芦冗
峠+kt= s(l-x*) +x* 

となり，これは，均衡点において資本係数が，

第 42 巻第 1~6 号

ある特定数に等しくなることを述べている。他

方，初期値を同じくする公共的最適計画は，一

意的な均衡点に収束することが知られており，

均衡におけるその資本係数は，時間割引率 Pに

依存する。しかるに，上式の資本係数は Pを含

んでいないことから， (8.3)の均衡点が公共的

最適計画のそれとは異なるものであることがわ

かる。

この単一税率をもちいる資本配分モデルが，

一般的に集権的立案者の手になる公共的最適計

画を含んでいない以上，次にわれわれは，この

制約条件下で最善の計画を求めねばならないこ

とになる。この最善の計画が， 4節で述べた次

善計画にほかならない。次善計画が存在する場

合，それが満足しなければならない必要・十分

条件は，どのようなものであろうか，ポントリ

ャーギンの最大値原理の手法をもちいながら，

これを説明しよう。

現行価値ハミルトニアン (currentvalue 

Hamiltonian)をHで示せば，

H =H  (kp, kg, x, PP, pg) 

=U (Cp, Cg)+ PP{ (1-X)Sypー咋p}

+Pg(Xypー咋g) (8.4) 

となる 13)。ここで， PPと加は補助変数であ

る。制御変数は Xだけであり，他の変数をパラ

メーターとするとき， XにかんするHの最大性

条件は，

翌＝｛加一(1-s)Ucp-pps}yp=Q (8.5) 

である。 Uの狭義凹性から， Hは， Xについて

狭義凹性をもつ。また， kp>O, kg>Oならば，

YP>Oであるから，祉l/ax=oとなる O<X<l

が一意的に存在するかどうかは， (8.5)の右辺

の｛ ｝のなかが，一意的にゼロになるか否

かによって定まる。 Ucpは， Xの増加関数であ
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り， Uの性質(3節）から， X→1のとき， Ucp→ OO

となる。しかし， X→0のとき，

1 Ucp~ ー一(Pa-Pps)
l-S 

となるかどうかは， あきらかでない。ここで

は， 「次善解」の存在を前提することから，

(8. 5)が O<x<lなるある X について成立す

ると考えねばならない14)。この最大値条件（補

助変数についての後記の条件も含めて）が，最

適性の必要条件であるだけでなく，同時に十分

条件でもあるためには， Hの最大値 Hoが，状

態変数 kp, kaにかんして狭義凹性をもてばよ

い。 (8.5)で一意に定まる Xの値がとすれ

ば，それは，

X0 =X0 (kp, ka, PP, Pa) 

と書かれる。ここでたしかめるべきことは，

H0 =maxH =H(kp, ka, PP, Pa, x0) 
X 

が， kp, kgについて狭義に凹であるという性

質であり，そのことは， Uとfの狭義凹性とXO

の性質から容易にたしかめることができる甲。

さらに，補助変数 PPおよび pgがしたがうべ

き微分方程式は，

加=(p-冗）ftp-
aH 
油p

加=(p-冗）Pu-
aH 
油g

(8.6) 

(8.7) 

と書くことができる。 (8.5)から， (l-s)Ucp 

=Pg-ppsであることと， Cp=(1-S) (l-X)yp, 

Cg=akgという定義的関係に注意すれば， (8.6)

と (8.7)は，それぞれ，

加=pftp-ftgfp

加＝砂u-Pガu-aUcu

となることがわかる。

(8.8) 

(8.9) 

13) このハミルトニアンは，現行価値であることのほ

かに，第 1項の補助変数が 1に等しくとられている

という特徴をもっている。これらの点については，

アローニカーツ〔 5〕, pp. 47-9 ; バーコヴィッツ

〔3〕， pp.157-8を参照。

14〕税率 Xが負値をとりうるとすれば，最適解が存在

する可能性はますであろうが，この税率の経済的定

義から逸脱することになる。 x<oの場合は，補助

金率とよびかえねばならない。

15) この証明法については，アローニカーツ〔 5〕,

p. 133をみよ。

9. Ucu= 0の場合の均衡の存在性と

一意性

均衡解の存在

単一税率が適用される場合の資本配分におけ

る均衡解は，前節の 4つの微分方程式 (8.1),

(8.2), (8.8), および (8.9)を，それぞれゼロ

とおいた式と (8.5)が成立するように定まる。

これらの関係を列挙すれば，

s(1-x*)y度＝冗k芦 (9.1) 

x*yt=冗碍 (9.2) 

PP度=Ptf芦 (9.3) 

PP:=P! パ+aUc＊g (9.4) 

＊ 
(1-s) Ucp=Pt-sP度 (9.5) 

c度=(1-s) (1-x*) y度 (9.6) 

y度=f(k度， K名） (9. 7) 

となる。ここで，最後の 2式は，周知の関係式

である。また，すべての変量にアステリスク

（＊）がつけられているのは，いうまでもなく，

これが均衡値であることを示すものである。

均衡解の存在性にかんしてある程度まで考察

をすすめるための便宜から， UCg==Oという仮

定を設けることにしよう。このことは，効用の

大きさが，提供される公共サービスの量に全く

無関係であることを意味する。以下では，こ

の仮定のもとで (9.1)-(9.7)のシステムが，

峠>O,k芥>Oなる解をもつための十分条件を

検討することにしよう。
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（命題 9.1)UCg=Oであるとする。このとき

(9.1)-(9. 7)を満す均衡解： K芦>O, k芥>O,

P:>o, P芥芥>O, および O<x*<lが存在するた

めには，次の (i)から (iv)までが成立するこ

とが十分である。

(i) 任意の kp>Oにたいして， 極限の意味

で，

fu(kp, 0) =00, fu(kp, 00) =O. 

(ii) 任意の c>Oにたいして， M>oが存在

して， kp+ku>Mなるすべての kp>O, ku>O 

について

f(kp, ku) 
kp+ku 

<c 

となる。

(iii) p>n. 

(iv) fu(kp, ku) = pを満足する任意の点列

{Ck;, kい（ッ=1,2,…）について，ぢ→0な

るとき，次の (a), (b)のいずれかが成立す

る。

(a) lim k~>m>O (mは定数）
)I→ OO 

(b) 担 k~=O かつ
y→ OO 

lim fp(砂，砂）＞ご
））→ 00  s 

（証明）この証明を 3段階にわけて記す16)。

(1) 任意の kp>Oにたいして， fu(kp, ku) 

=p(>O)を満足する kuは， (i)から一意的に

定まる。これによって定義される関数を，

ku=島(kp) (O~kp)<=) と書く。そのとき，

面頑｛冗―sfp(kp,ku(kp))} (kp瓜u(kp)) 〕 ~o
kp→ O 

(9.8) 

が成立する。その理由は，次のとおりである。

kp→0のとき， (iv)の (a)が成立していれ

ば， kp/和(kp)→0であるから， (9.8)が成立

する。 (iv)の (b)が成り立っていれば，

第 42 巻第 1~6 号

冗ーslimfp(kp, 島(kp))<O
kp→ O 

であり，これを書き改めれば，

岳~{冗-Sfp(k尺島(kp))}<O (9.9) 

となる。 kp成u(kp)>O (kp>O) は，あきらか

であるから，いずれにしても (9.8)が成立する

ことがわかる。

(2) 条件 (ii)に注意すれば， kpが十分大で

あるとき，冗>c>Oなる 8にたいして，

f(kp, 島(kp)) f(kp, 島(kp)) c 冗
く < - < -

kp+S島(kp) s(kp+ku(kp)) s s 

(9.10) 

がつねに成立する。また，条件 (iii) と (9.8)

から，十分小さいある kp>Oについて，

s(p一冗）冨n-Sfp(kp,島）}(kp/島） (9.11) 

となる。一方， fの狭義凹性から，

O~f(O, O)<f(kp, 和+fp(kp, ku) (-kp) 

+ fu(kp, 和）（一ku)

が成立し，これは，書きなおせば，

f(kp, ku)> fp(kp, 島）kp+p島 (9.12) 

となる。これを (9.11) と結合し， fp(kp, 和）

を消去するならば，

f(kp, 和
ミ—

7C 

kp+S島 S
(9 .13) 

がある十分小さい kpについて成立することが

わかる。 (9.10) と (9.13)から，

sf(kp, ん(kp))=冗(kp+s島(kp)) (9 .14) 

は， K度>Oなる解をもつことがわかる。

(3) 上でえられた kt>oにたいして，

碍＝和(k度）から碍>Oが求められる。この

＊ 

K度と k!は， UCg=Oのときの (9.4)を満足

する。 (9.14), (9.2)から (9.1)が成立し，し

かも， 0<x*<lであることがわかる。次に，

(9.3) と (9.5)から， p宕(>O), P!(>O)が計

算されることになる 17)。 (q.e.d.) 
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均衡解の一意性

次善計画における均衡解が，一意的であるか

どうかということを検討しよう。この一意性

は，次の関数：

E=E(kp) == f(kp, kg(kp)) 

kP + s島 (kp)

が， kpについて狭義単調減少であれば保証さ

れる。そのためには， dE/dkp<O, すなわち

(JP+ fuk'g) (kp+S島）一J(l+sk'g)>O 

であることがわかればよい。ここで，

和争応/dkpである。 fg=pと(9.12)を代入

すれば，この条件は，必要条件でなく，十分条

件のかたちで，

(sfp-p) (kg-k虚g)<O (9.15) 

と整理される。 ところで， 均衡においては，

(9. 5)から，

P含一sp度>O

である。これと (9.3)から，

sf度ーp<O (P芥>O)

が知られる。均衡において (9.1~ が成立する

ための条件は，的―k絲喩>Oであるが，これは

恥t=ー (f点If品）と f品<Oに注意して，

fgg(k芦，£吝）足t+fgp(k宕l kt)k度<O

となることがわかる。関数Eが均衡点で右下が

りでありさえすれば， E(kp)=冗/sは，ただ 1

つの根をもち，均衡は，一意的である。

均衡点が一意的に定まる場合の資本配分を図

示すれば，次図のとおりである。この図では，

kpとkgが，それぞれ水平軸と垂直軸にとられ

ている。まず， f(kp,kg)/(kp+Skg)が冗/sに

等しくなる (kp,kg) の軌跡をあらわす曲線が

えがかれる 18)。この曲線と fg=pを示す曲線と

は，ただ 1つの点Aで交わる。これが求める均

衡資本配分を示す点にほかならない。

ところで，点Aで示される資本配分を，公共

kg 

゜

ヽヽヽヽ ヽヽ

f (kp, kg} 
＝ 冗

kp十skg s 

-fg = fp 

fg =P 

kp 

的最適資本配分と比較するならば，両者は，

どのように異なるであろうか。仮定によって

Ucg=Oであることを考えれば， 集権的最適化

のもとでの資本配分計画は， fg=fpの条件に

支配されることが知られている 19)。この図で，

kp+kg=Const. の直線と fg=fpの曲線との交

点をBとすれば，これが点Aと同ーでないかぎ

り，分権的計画のもとでの次善政策による均衡

資本構成は，公共的最適資本配分の均衡状態と

は別のものであるといわねばならない。 2点

A, Bが，この図のような位置関係にあるとす

れば，あきらかにAにおいては， fか=p>f度

である。このことは， (9.3)から P芥>P度を意

味し，次善均衡においては，公共資本の潜在価

格府は，民間資本のそれをこえることにな

る。いいかえれば，均衡における民間資本の限

界生産物は，公共資本のそれよりも小である。

均衡点Aの安定性と，その位置への，資本蓄

積経路の収束性についての立入った議論は困難

であるため， とくにふれないことにする。た

だ，この問題についてのよりすすんだ分析の目

標が，どのような点におかれるべきであるかに

ついて一言しよう。問題の要点は， (1)t=Oに
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おいて与えられる， kp(O)>O, ku(O)>O がど

のような大きさのものであれ，そこから点Aに

到達することが可能であるか否か， (2)それが

可能であるとすれば，制御変数 x(t)(t~O) は

どのように定められるか，ということである。

そのためには， (8.1), (8. 2), (8. ~), (8. 9), 

および (8.5)から柘， ku,PP, および Pu(t~O)

の解を導びき， その均衡点への収束条件を求

めることが必要である。その収束条件を満す

PP, Puの初期値 PP(O), Pu(O)が，与えられた

kp(O), ku(O)にたいして存在するかどうか，

がたしかめられねばならない。

16) この命題とその証明法は，アローニカーツ〔 5〕，

pp.135-6を修正したものである。

17)補助変数の均衡値灼，吟がプラスであること

は， それらが， kp,kuの潜在価格の均衡値として

定義されていることからわかる。（アロー＝カーツ

〔5〕， pp.45-8を参照）

18) 18)/(kp, ku)/(kp+sku)~-n:/s(kp~O, k 。~O)

を満足する点の集合は凸である。このことは， fの

狭義凹性をもちいて証明することができる。

19)この場合は，民間資本 kpと公共資本んの実質的

区別は消失し，集権的機構のものでは，両者の限界

生産物は等しくならねばならない。

10. 制御方法の型とその分類

制御可能と制御不能

利用可能な政策的制御手段（本稿では， 4種

の税率，公債行量，および初期公債残高）の操

作をつうじて公共的最適計画が実行できるか否

かによって，公共的最適計画が制御可能あるい

は制御不能であるという。これを 4節の言葉で

述べれば，集合 Za,が公共的最適計画を含むと

き最適計画が制御可能である，ということにな

る。しかし， Za,が最適計画を含むか否かを直

接たしかめることは，一般的には困難であろ

う。したがってわれわれは，公共的最適計画が

第 42 巻第 1~6 号

制御可能であるための十分条件を検討すること

をもって満足しなければならない。そして，そ

の十分条件とは，この場合 Za,=Zcを確認する

ことにほかならない。 Za,=Zcであることがわ

かれば，公共的最適資本配分計画は，すでに求

めた種類の「次善計画」と同一であることが判

明するのである。本節でわれわれは，任意の実

行可能計画が制御可能になるような制御変数の

組合せを発見することに努めるであろう。

8節で示したように，公共部門が公債発行を

おこなわず，しかも単一の所得税率のみを操作

しうるにすぎないような分権的モデルにおいて

は，制御可能性は認められない。ここで，制御

変数を複数個に増せば，制御可能性がえられる

かもしれない。

「公共部門が公債発行をおこなわない（これ

は， b=d(O)=O, したがって d=Oということ

である）にもかかわらず，単一の所得税率

X(=X戸年）のほかに，消費税率約をも操作

しうるものとしよう。 (7.4), (7.5), (7.6), 

(7. 7), および(7.8)において， rg=Xs=b=d=O

とすれば，妬，和， および Cpは，それぞれ，

島=(1-X)Sypー冗kP (10.1) 

島=Xyp十知(1-S)(1-X)YP一冗kY (10.2) 

Cp=(l-Xc)(l-s)(l-x)yp (10.3) 

と書かれる。ただし， Xc=(Xは一1)/xはである。

ところで，任意の実行可能経路上では，それが

最適であるか否かにかかわりなく，生産物＝消

費＋投資という定義的関係として，

k=島＋和=yp-Cp―冗(kp+kg) (10.4) 

が成立している。この事実のために， (10.1),...._,

(10.3)のうち任意の 2式が成立するならば，

第 3の式は自動的に成り立つことがわかる。状

態変数とその導関数が連続であるかぎり，制御

変数は連続関数となり，前者が一定値に収束す
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れば，後者も収束するように定めうるのであ

る。

ところで，ここに示された例は，制御可能な

場合であるといえるか。 (10.1)からぉを定め

ることができるが，これは必ずしもつねに X~l

の条件を満さない。 x>lをゆるすとすれば，

(10. 3)から，その Xに対応する知は 1より大

とならざるをえない。なぜならば， (10.3)の

両辺は，つねにプラスでなければならないから

である。このように考えるとき，制御変数の，

与えられた変域： x<l, ふ<1では最適計画は

つねに制御可能であるとはいえない。

公債発行と均衡予算政策

任意の蓄積経路の制御を可能にするような制

御変数の組み合せには，どんな種類のものがあ

るかを総括的に検討するのにさいして，制御方

法の基本的な型について考えておこう。これま

でと同様に，公共資本にたいする賃貸料報酬率

Ygは，つねにゼロであるとする 20)。すでに指摘

したように，制御変数の変域については，必要

に応じて拡大されることが可能であるとする。

制御方法の基本的な型を定める基準として 2つ

の観点を考慮に入れねばならない。その第 1

は，公債発行による，資本の部門間移転が可能

であるか否かということであり，このことは，

bを制御変数とするかどうかという区別であ

る。もし， bを制御変数としない（すなわち

b=Oとする）のであれば， (7.6)の式からわか

るように，公債残高の初期値 d(O)がどのよう

なものであっても， t→ 00 のとき， d→0であ

る。そして， bが制御変数から除かれるとき

は，制御可能性の度合は減少することもあきら

かである。第 2の観点は，公共セクターが，経

常的な意味での収支均等を維持しようとするか

否かという区別である。この収支均等は，具体

的にいえば，公共セクターがその租税収入によ

って公債利子を過不足なく賄うということであ

る。これは，公共セクターの貯蓄 Suがゼロに

等しいということと同値である。形式的にみ

れば (5.10)において， Su=Oならば，和=B

C=D)となり，したがって，

島=b-戒g

となる。

(10. 5) 

ところで，上に述べた 2つの分類基準は，相

互に独立であるとはいえないことに注意すべき

である。財政収支均等政策のもとでは，公共セ

クターの公債利子負担の原因となるべき公債残

高dと公債発行変数 bが恒等的にゼロであって

はならない。事実，すでにみたように， b=O

のときは， dはゼロに収束し， (10. 5)から，

kgもまたゼロに収束する21)。また， Sg=Qかつ

d(O)=O (したがって D(O)=O) であればどう

であろうか。 (5.7)の公共部門のバランス式の

両辺において， (5.3)に注意して CgとaKgを

消約すれば， t=Oにおける公共部門の支出側

はゼロになり，これはあきらかに矛盾である。

これらのことから， Su=O のときは， d(O)~O

かつ b~o でなければならないことがわかる。

すなわち，この資本配分モデルでは，成長経路

が最適性をもつか否かとはかかわりなく，公共

部門の収支均等政策と公債不発行政策とは，決

して両立しないのである。この点に注意しなが

ら，制御方法の型を以下の 3つのタイプに分類

し，それぞれについての制御変数の値の定まり

方，それによる制御可能性などを検討しよう。

ただし，個別のケースについてその都度微分方

程式を示すことは煩瑣にすぎるので，問題の要

点を記すにとどめる。

(I)公債発行をともなわない不均衡予算政策

(b=d(O) =O かっ Su~O の場合）
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この場合は，すでにみたように単一所得税率

X(=年＝知）のみによる制御は不可能である。

しかし，利子所得税率年と賃金所得税率知

の2つの所得税率を，それぞれ別個のものとし

て操作するならば，制御可能になることが示さ

れる。すなわち， (7.4)-(7 .8)で， Yg=Xs=b

=d(O)=O, ふ=1とすれば，

妬={(1-出）f成p

+(1-知）(yp-f成p)}sー戒P,

妬=Xふkp十知(yp-f占）ー戒g

がえられるが，任意の実行可能経路にたいし

て，約と知を解くことがつねに可能である。

また，単一所得税率 X と知，出のいずれか一

方を組合わせて利用するときは，つねに制御可

能である。出と知の組合わせ，あるいはそれ

にXを加えた組合わせによって，任意の実行可

能経路が制御できることも容易にわかる。しか

し，これらの税率のうち単一のものを採用した

のでは，決して制御可能にはならない。たとえ

ば，知だけが利用される場合の方程式は，

kp=SJpー詠P,

妬=(l-s)知YPー戒g,

Cp=(l一知）(1-s)yp, 

である。この第 2'第3の式を同時に満足する

知がつねに存在するという保証はない。した

がって，任意の経路が制御できるとはいえない

のである。

(II)公債発行をともなう不均衡予算政策

(b~O, d (O)~O かつ Su~O の場合）

この場合は， bに他のもう 1つの制御変数を

加えた 2つ以上の手段の組合わせを操作すれ

ば，必ず制御可能になる。一例として，

x(=幻＝知）と bをもちいる場合の方程式を書

いてみれば， (7.4)-(7.8)において Yg=ふ=0,

かつ X位=1(知=O)とおくことによって，

島=(1-x)s(yP+ fpd)ー戒p-b (10.6) 

島=X(Jp+fpd)ー蒻g+b-fpd (10.7) 

d=―冗d+b (10.8) 

Cp=(l-x)(l-s)(yp+fpd) (10.9) 

となる。これが，制御可能なケースを構成して

いることは一見してあきらかである。 (10.6)と

(10. 9)から，

s b=-Cp-(kp十詠p)
1-S 

がえられるが，これを (10.8)に代入し， dの

動きを検討すれば，どのような結果がえられる

であろうか。 kp, Cpが定数値に収束し，妬が

ゼロに収束するような経路（公共的最適経路

は，そのようなものとして確立されている）に

たいしては，公債発行残高（の規準化量） dは定

数値にちかづく。しかし， dは，どのような制

御変数にたいしても収束する傾向をもつわけで

はない。たとえば， bと知だけを操作すると

きは， dが発散する可能性をもつことがたしか

められるのである 22)0 

(IIl)公債発行をともなう均衡予算政策

(b~O, d(O)~O かっ Sg=O の場合）

この場合は， (II) よりも制御条件はきびし

いから， (II)で制約可能であった経路が同一

の政策手段のもとで，今度は制御不能になるこ

とがあると予想される。 (II)で示したような，

Xとbをもちいるケースをふたたびとり上げよ

う。 (10.5)を使えば， (10.7)は，

x(yp+fpd)-fpd=O (10.10) 

となる。制御可能性が保証されるためには，任

意の実行可能経路に対応する X とbの値は，

(10. 5) と (10.6)を満足しなければならない

ことはいうまでもない。その X とbが， (10.10)

をも満たすことが要求されるわけであるが，こ

のように 3式が同時に成立する X とbが存在す
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ろことは，一般的には期待できないであろう。

すなわち， Sg=Oという条件が付加されること

によって， (]I)でいったん制御可能となった

経路はふたたび制御能不の状態にもどると考え

られる。

20)乃がゼロでないとしても，それが定数であるか

ぎり，本稿でとり扱う制御可能性の問題の結果には

影響を与えない。乃は，考え方によっては制御手

段のなかに加えてもよい。しかしこの問題について

は，ここでは考察しない。

21)以下の説明においては， =Oは，恒等的にゼロで

あることを示し，芸 0は，恒等的にはゼロでないこ

とをあらわすものとする。

22)アローニカーツ〔 5〕,pp. 150-1を参照。
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